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＊

＊ 人 日当たり国産供給熱量／ 日 人当たり供給熱量

（畜産物には、畜種ごとの飼料自給率がかけられて計算されている。）
農林水産省「食糧需給表」より
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届出件数

輸入重量

輸
入
重
量
（
百
万
ト
ン
）

届
出
件
数
（
万
件
）

昭和 平成 （年）

222万件
(Ｈ26年度)

3,241万ﾄﾝ
(H26年度）

＊昭和50年から平成18年は年次、平成19年以降は年度
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畜産食品，

畜産加工食品

水産食品，

水産加工食品

農産食品，

農産加工食品

その他の食料品

1,503,721

飲料

1,619,864

食品添加物

755,787

器具

755,040

容器包装

100,404
おもちゃ

69,884

輸入重量
32,411,715

トン

3,277,963

2,185,219

22,143,834
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廃棄・積戻し又は
食用外転用

検査命令

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく
流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）

食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか食品衛生監視員が全ての届出を審査

審査② 検査での確認（必要に応じて）

審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検査命令・指導検査等）

不合格

輸
入
時
対
策

輸
入
時
対
策

国
内
対
策

国
内
対
策

事前相談・指導

輸
出
国
対
策

輸
出
国
対
策

モニタリング検査の実施（年間計画に基づいて）

合 格

日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理

輸出国政府による証明書の発給

輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知

輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、
現地調査や現地での説明会の実施

輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等

厚生労働省 検疫所

厚生労働省 検疫所

リスクコミュ二ケーション
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 輸入食品監視指導計画及びその結果に関する英語版情報の提供

 食品衛生規制に関する英語版情報の提供

 在京大使館、輸入者等への情報提供

 輸出国の政府担当者及び食品事業者を対象とした説明会の開催

 輸入時に検査命令が実施されている食品等、法違反の可能性が高い食

品等について、二国間協議を通じた違反原因の究明及びその結果に基

づく再発防止対策の確立の要請

 主要な輸出国における衛生対策に関する計画的な情報収集及び制度調

査の実施

 残留農薬、カビ毒等の試験検査技術の向上など、輸出国における監視

体制の強化に資する技術協力の実施
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対象国 品目 調査目的・協議内容 実施時期

ポーランド 牛肉
対日輸出プログラムの実施準備状況に
ついての現地調査

平成26年６月

スペイン 非加熱食肉製品
リステリア・モノサイトゲネスに係る
衛生管理対策の検証のための現地調査

平成26年10月

米国 牛肉
BSE対策に係る対日輸出認定施設
の現地調査

平成26年11月

タイ
野菜及び果実

（アスパラガス、
バナナ等）

残留農薬管理対策の検証のため
の現地調査

平成27年２月

(平成26年度抜粋)
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チリにおける対日輸出食品の制度調査

関係法令

・食品衛生法（Regulamento Sanitario de Los Alimentos DTO.
No 977/96）

・農畜産サービスに関する規定（ESTABLECE NORMAS SOBRE
EL SERVICIO AGRICOLA Y GANADERO Ley 18755）

・漁業養殖法（Ley Pesca Acuicultura）等

調査対象

農牧庁（SAG）
水産庁（SERNAPESCA）
保健省（MINSAL）
食品安全庁（ACHIPIA）

概 要

チリにおける食品衛生規制について、チリ政府担当者より説明を受
け、意見交換を行い、日本の輸入食品監視体制及び衛生規則について
政府関係者等を対象にセミナーを開催した。

また、養豚場・と畜場及びサーモン養殖・加工施設の現地調査を行
い、動物用医薬品等の管理状況等について現地調査を実施した。
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パラグアイにおける対日輸出食品の制度調査

関係法令

・衛生法（LEY N°836/80）
・国立植物・種子品質防疫サービス局設置法（LEY

N°2459/2004）
・国家家畜衛生管理庁設置法（LEY N°2426/2004）

調査対象

農牧省（MAG）
国立植物・種子品質・防疫サービス局（SENAVE）
厚生社会福祉局 国立食料・栄養院（INAN）
国立家畜衛生局（SENACSA）

概 要

パラグアイにおける食品衛生規制について、パラグアイ政府担当者
より説明を受け、意見交換を行い、日本の輸入食品監視体制及び衛生
規則についてパラグアイ政府関係者及び食品業者等を対象にセミナー
を開催した。

また、対日輸出に係るゴマの残留農薬の管理状況等についての現地
調査を行った。
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廃棄・積戻し又は
食用外転用

検査命令

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく
流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）

食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか食品衛生監視員が全ての届出を審査

審査② 検査での確認（必要に応じて）

審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検査命令・指導検査等）

不合格

輸
入
時
対
策

輸
入
時
対
策

国
内
対
策

国
内
対
策

事前相談・指導

輸
出
国
対
策

輸
出
国
対
策

モニタリング検査の実施（年間計画に基づいて）

合 格

日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理

輸出国政府による証明書の発給

輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知

輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、
現地調査や現地での説明会の実施

輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等

厚生労働省 検疫所

厚生労働省 検疫所

リスクコミュ二ケーション
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小樽

千歳空港

仙台

仙台空港

東京（食品監視課）

東京（食品監視第二課）

千葉

東京空港

川崎

成田空港

新潟

横浜

輸入食品・検疫
検査センター

名古屋

中部空港

四日市

清水

大阪

関西空港

神戸（食品監視課）

神戸（食品監視第二課）

輸入食品・検疫
検査センター広島

境

広島空港

那覇

那覇空港

◎

福岡

門司

下関

福岡空港

長崎

鹿児島

※平成27年度

食品等輸入届出窓口 ３２検疫所 ● ◎
（検査課を有する ６検疫所 ◎）
輸入食品・検疫検査センター ★
食品等輸入相談室 １３検疫所
食品衛生監視員 ４０６名

●

小松空港

●
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違
反
の
可
能
性

高

低

20万件
222万件

平成26年度

検査件数/届出件数
（届出ベース）

（重複除く）

検

査

率

モニタリング検査強化

モニタリング

58,727件

92,441件

53,065件※

※モニタリング検査の延べ件数は96,580件
（検査項目別の重複あり）
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違反件数
延
べ
違
反
件
数
（
件
）

延
べ
検
査
件
数
（
万
件
）

※届出1件当たり複数の検査項目を実施している場合があることから延べ数とした。



輸出国の再発防止策の確立等違反食品が輸出
されることのないことが確認された場合等
輸出国の再発防止策の確立等違反食品が輸出
されることのないことが確認された場合等検査命令解除

残留農薬
動物用医薬品

直ちに検査命令

違反の可能性が高い
と判断される場合
検査命令

モニタリング検査モニタリング検査
頻度アップ

違反違反

腸管出血性大腸菌O157、アフラトキシン等
（同一の生産国又は製造者並びに加工者から
の同一の輸入食品を対象）

腸管出血性大腸菌O157、アフラトキシン等
（同一の生産国又は製造者並びに加工者から
の同一の輸入食品を対象）

健康被害の発生 健康被害発生の恐れ

違反
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